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汚染土壌浄化施設認定要綱（案） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、搬出する汚染土壌の処分方法（平成15年３月６日環境省告示第20号）第２

号に規定する汚染土壌浄化施設の認定の手続き等について必要な事項を定めることにより、生

活環境の保全及び汚染土壌の適正な処理の推進を図ることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）で使

用する用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。 

（１）汚染土壌 土壌汚染対策法施行規則（平成14年12月26日環境省令第29号）第18条第１項又

は第２項に定める基準（以下｢指定基準｣という。）に適合しない土壌をいう。 

（２）浄化 汚染土壌を熱処理、洗浄及び化学分解等の方法により、指定基準に適合する土壌に

することをいう。 

（３）汚染土壌浄化施設 汚染土壌の浄化を行う施設をいう。 

（４）認定施設 この要綱に基づき認定を受けた汚染土壌浄化施設をいう。 

（５）認定事業者 認定施設を設置する事業者をいう。 

 

（事前協議） 

第３条 汚染土壌浄化施設の認定を受けようとする者（以下「認定申請者」という。）は、申請

書の作成等に資するため、次に掲げる事項について知事と事前協議するものとする。 

（１） 事業計画 

（２） 汚染土壌浄化施設に係る設置に関する計画 

（３） 汚染土壌浄化施設に係る維持管理に関する計画及び公害の防止に関する計画 

（４） 環境影響調査計画 

（５） 認定基準への対応方針 

 

（住民説明会) 

第４条 認定申請者は、近隣関係者に環境の保全に関する事項を周知するための説明会を開催す

るとともにその環境の保全上の意見を聴取し、設置に関する計画及び維持管理に関する計画に

反映するものとする。 

２ 認定申請者は、説明会の開催日及び場所を事前に知事に届出るものとする。 

３ 認定申請者は、申請に際して、説明会の開催結果報告書を知事に提出しなければならない。 

４ 前３項の規定は、次条第６号の環境影響調査結果を省略するものについては適用しない。 

 

（認定申請） 

第５条 認定申請者は、第３条に掲げる事前協議完了後に次に掲げる事項を記載した汚染土壌浄

化施設認定申請書（第１号様式）を知事に提出しなければならない。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

（２）汚染土壌浄化施設を設置する事業場の名称及び所在地 

（３）汚染土壌浄化施設に係る基本的事項 

（４）汚染土壌浄化施設の位置、構造等の設置に関する計画 
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（５）汚染土壌浄化施設の維持管理及び公害の防止に関する計画 

（６）環境影響調査結果（当該施設の設置に関して他法令等の環境影響評価の手続きを終了した

場合には省略できる。また、他法令等の環境影響評価の手続きを終了した既存の施設につい

て認定申請する場合は、当該施設の使用方法の変更等による環境への負荷が増大しないもの

については省略することできることとし、環境への負荷が増大するものについては、増大す

る部分についての環境影響調査結果を提出するものとする。） 

（７）社内規程に関する事項 

（８）管理責任者に関する事項 

（９）経理的基礎に関する事項 

（10）その他認定に必要な事項 

 

（認定基準） 

第６条 認定基準は次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）施設の設置に関する計画及び維持管理に関する計画が、周辺地域の環境の保全について適

切な配慮がなされたものであること。（別添１に定める汚染土壌浄化施設に係る構造及び維

持管理の指針に適合していること。） 

（２）浄化施設の維持管理が前号の計画に基づき適切に行えるよう、汚染土壌の搬入、保管から

浄化までの各段階における工程管理を適正に行うことについて、社内規程により定められて

いること。 

（３）前号の工程管理を適正に行えるよう、管理責任者を置いていること。 

（４）汚染土壌の浄化を的確に行うに足る経理的基礎を有すること。 

 

(欠格事項) 

第７条 認定申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は認定を受けることはできない。 
（１）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14条第 5項第 2号イからヘ 
（２）本要綱に基づく認定が取り消され、取り消しの日から５年を経過しない者 
 

（認定） 

第８条 知事は、第５条の申請があった場合は、当該申請の内容を審査し、第６条の認定基準に

適合していると認めるときは、当該浄化施設を認定するものとし、申請者に認定書を交付する。 

２ 知事は、前項の審査にあたっては、必要に応じて専門家の意見を聴くことができる。 

３ 知事は、第１項の認定を行う際に、本要綱施行上必要な限度において、条件を付することが

できる。 

４ 知事は、第１項の認定をしないときは、不認定通知書を当該申請者に通知する。 

 

（更新） 

第９条 前条第１項の認定の有効期間は５年とし、その期間ごとに更新を受けなければ、その期

間の経過によって、その効力を失う。 

２ 認定事業者は更新を受けようとするときは、認定の有効期間の満了の日の30日前までに、知

事に汚染土壌浄化施設認定更新申請書を提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の申請があった場合は、認定の有効期間の満了の日までに審査を行い、汚染土

壌浄化施設が適切に維持管理されていたと認めるときは、当該申請者に認定書を交付するもの

とする。 
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４ 前条第３項及び第４項の規定は第２項の更新に係る申請に準用する。 

 

（認定施設の公表） 

第１０条 知事は、第８条第１項により土壌浄化施設を認定をしたときは、当該認定施設及び認

定事業場に係る次に掲げる事項について公表するものとする。 

（１） 認定事業場の名称及び所在地 

（２） 浄化できる特定有害物質の名称 

（３） 認定施設の能力 

（４） 認定日及び認定番号 

 

（変更認定） 

第１１条 認定事業者は、当該認定に係る次の事項を変更しようとするときは、汚染土壌浄化施

設変更認定申請書を知事に提出しなければならない。ただし、当該変更が次条に掲げる軽微な

変更であるときは、この限りでない。 

（１）汚染土壌浄化施設に係る基本的事項（浄化の方法の変更を除く。） 

（２）汚染土壌浄化施設の位置、構造等の設置に関する計画 

（３）汚染土壌浄化施設の維持管理及び公害の防止に関する計画 

２ 前項の申請書を提出した認定事業者は、知事が認定するまで、その申請に係る変更を実施し

てはならない。 

３ 第３条、第４条、第８条各項及び前条の規定は第１項の変更認定に係る申請に準用する。 

 

（変更届出） 

第１２条 認定事業者は、当該施設について次に掲げる軽微な変更をしようとするときは、汚染

土壌浄化施設変更届出書を知事に届け出なければならない。 

（１）汚染土壌浄化施設に係る基本的事項のうち浄化能力に係る変更であって、認定時の浄化能

力の10％増までの周辺環境への影響が少ない軽微な変更 

（２）排ガスの性状その他の生活環境への負荷に関する数値を増大させない軽微な変更 

２ 知事は、前項の届出があった場合において、その届出に係る内容が前項の軽微な変更に該当

しないと認めるときは、その届出を受理した日から30日以内に限り、その届出をした者に対し、

計画の変更を指示することができるものとする。 

３ 第１項の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から30日を経過した後でなけ

れば、その届出に係る変更を実施してはならない。 

 

（譲受け等認定手続） 

第１３条 認定事業者から当該認定施設を譲受け又は借受け（以下「譲受け等」という。）しよ

うとする者は、譲受け等認定申請書を知事に提出し、認定をうけなければならない。 

２ 第８条各項及び第１０条の規定は、前項の譲受け等に係る申請に準用する。 

３ 第１項の認定を受けて汚染土壌浄化施設を譲受け等した者は、当該認定事業者の地位を承継

する。 

 

（合併等認定手続） 

第１４条 認定事業者である法人の合併（認定事業者である法人と認定事業者でない法人が合併

する場合において、認定事業者である法人が存続する場合を除く。）又は分割（当該認定に係
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る認定施設を承継させる場合に限る。以下「合併等」という。）をしようとする者は、合併等

認定申請書を、知事に提出しなければならない。 

２ 第８条各項、第１０条及び前条第３項の規定は、前項の合併等に係る申請に準用する。 

 

（改善の指示） 
第１５条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合は、認定事業者に対し、期限を定めて必

要な改善を指示することができる。 
（１）第６条に規定する認定基準に適合しないと認めるとき。 
（２）第８条第３項の認定に付した条件に違反していると認めるとき。 
（３）申請書に記載した事項が遵守されていないと認めるとき。 
（４）認定事業者がこの要綱で定める申請、届出又は報告等の行為を怠ったとき。 
 
(認定の取消) 
第１６条 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第８条の認定を取り消すこ

とができる。 
（１）認定事業者が前条に規定する指示に従わなかったとき。 
（２）認定事業者が第７条各号で掲げる事項に該当するに至ったとき。  
（３）詐欺その他の不正な手段により、認定を受けたとき。 
２ 第１０条の規定は前項の認定の取消に準用する。 

 
（報告） 

第１７条 認定事業者は、維持管理に関する計画に定める測定調査の結果を定期的に知事に報告

するものとする。 

２ 認定事業者は、毎年６月末日までに、前年度の汚染土壌の浄化実績を知事に報告するものと

する。 

３ 知事は、この要綱の施行に必要な限度において、認定事業者に対し施設の維持管理に関する

事項等について報告を求めることができる。 

 

（立入検査等） 

第１８条 知事は、この要綱の施行に必要な限度において、その職員に認定施設を設置する事業

場又はその設置予定地に立ち入り、施設、帳簿書類その他必要な事項を調査させることができ

る。 

２ 前項の規定により立ち入り検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提

示しなければならない。 

 

附則 

この要綱は、平成 年 月 日から施行する。 



要綱第１号様式（第５条第関係） 

汚染土壌浄化施設認定申請書 
年   月   日   

大阪府知事 様 

 
申請者 
住 所 
氏 名                  ○印  
（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 
電話番号          担当者 

  
大阪府汚染土壌浄化施設認定要綱第５条の規定により、汚染土壌浄化施設の認定を受けたいので、下

記のとおり申請します。 
 
汚染土壌浄化施設を設置する 
事業場の名称及び所在地 

名 称： 
所在地： 

汚染土壌浄化施設の浄化の方

法 
熱 分 解 ・ 加 熱 揮 発 ・ 溶 融 ・ 洗 浄 ・ 化 学 分 解

※詳細については別紙「浄化手法についての説明書」のとおり 
浄化対象とする特定有害物質

の種類 
 

汚染土壌浄化施設の浄化能力 
ｍ３／日       ｍ３／時間   
ｔ／日        ｔ／時間   
 

※詳細については別紙「土壌浄化施設の設計計算書」のとおり 

浄化済み土壌の利用方法  

残渣の量及び処分方法 
 
※詳細については別紙「浄化工程図」「処理系統図」「処理装置等の設

計計算書」のとおり 

汚染土壌

浄化施設

に係る基

本的事項 

施設の稼働日、稼働時間 
 
 

汚染土壌浄化施設の構造及び

配置 
「土壌浄化施設の構造計算書」、「施設配置図」その他各種図面のとお

り 

着工予定年月日 年   月   日 

使用開始予定年月日 年   月   日 

構造指針への対応状況 別紙「構造指針への対応状況表」のとおり 

汚染土壌
浄化施設
の位置、構
造等の設
置に関す
る計画 

その他汚染土壌浄化施設の構

造等に関する事項 
 
 



維持管理指針への対応状況 
別紙「維持管理指針への対応状況表」及び「維持管理に関する計画」

のとおり 

大気汚染防止措置 
（浄化に伴い生ずる排ガス対策等）

 
 

水質汚濁防止措置 
（浄化に伴い生ずる排水対策等）

 
 

騒音・振動に係る措置 
 
 

飛散流出防止措置 
 
 

地下浸透防止措置 
 
 

搬出入車両による公害防止措

置 
 
 

 
汚染土壌
浄化施設
の維持管
理及び公
害の防止
に関する
計画 
 
 

維持管理に関する測定計画 別紙「測定計画」のとおり 

環境影響調査の結果 別紙「生活環境影響調査結果」のとおり 
環境影響
調査結果
等 

住民説明会の実施結果 別紙「住民説明会の実施結果及び要望等への対応状況」のとおり 

工程管理体制及び 
緊急時連絡体制 

 
 

社内規程
に関する
事項 
 
 搬出汚染土壌管理票の管理、

運用方法 
 

 

管理責任者  
管理責任
者に関す
る事項 
 

管理責任者の経歴等 別紙「管理責任者の経歴等を証する書類」のとおり 

経理的基
礎に関す
る事項 

別紙「経理的基礎を有することを説

明した書類」のとおり  

※その他添付資料 ・事業場位置図 
・登記事項証明書 
・申請者が欠格事項に該当しないことを誓約した書面 
・社内規程 
・役員等名簿 
（代表者を含む役員・申請者の法定代理人・使用人の氏名・住所）

・事業場の土地等の使用権限を有することを証する書類 
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   汚染土壌浄化認定施設に係る構造及び維持管理の指針（案） 

１ 共通事項 

（１） すべての施設に共通する事項 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

 
 

基本機能 

 

①汚染土壌の浄化等を行う施設（以下「施

設」という）における浄化の方法が科学的

かつ合理的な原理を有していること。 

 

②浄化の対象とする特定有害物質の特性を

十分考慮して施設が構成され、かつ、施設

における浄化の過程が全体に一連の系とし

て合理的なものであること。 

 

③希釈等により土壌中の特定有害物質の含

有量及び溶出量を低減するものでないこ

と。 

 

④施設の設置に関する計画において、分解

量、土壌への残留量、排水及び排ガス等へ

の移行量など、特定有害物質の流れが合理

的に説明できるものであること。 

 

⑤施設の浄化方法の原理及び規模並びに施

設において浄化しようとする汚染土壌に含

まれる特定有害物質の種類を勘案し、当該

施設を設置することに伴い生ずる大気汚

染、水質汚濁、騒音、振動又は悪臭に係わ

る事項のうちそれぞれの施設が地域の環境

に影響を及ぼすおそれがあるものについて

行った環境調査の結果が環境保全上問題の

ないものであること。 

 

⑥自重、積載荷重その他の荷重、地震力及

び温度応力に対して構造耐力上安全である

こと。 

 

⑦ 浄化対象となる汚染土壌の浄化に伴い

発生する排ガス、排水及び施設において使

 

①異なる指定区域から搬出された特定有害

物質により汚染された土壌（以下「汚染土

壌」という。）同士又は汚染土壌と清浄な土

壌を混合し浄化を行わないこと。 

 

②廃棄物処理施設であるものにあっては、

汚染土壌を浄化する際には廃棄物と混合し

浄化を行わないこと。なお、やむをえず産

業廃棄物と混合して処理を行った場合は、

その処理物は関連法規に従って適正に取り

扱うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③汚染土壌を受け入れる際に、それが施設

の浄化方法の原理、施設の浄化能力及び受

入設備の能力等に見合った適正なものであ

ることを確認した上で、受け入れを行うこ

と。また、受け入れる汚染土壌の計量及び

別添１ 
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用する薬剤等による腐食を防止するために

必要な措置が講じられていること。 

 

⑧第二溶出量基準に適合しない汚染土壌を

受け入れる場合は、浄化対象とする特定有

害物質の測定機器を自ら有していること。

 

⑨汚染土壌を、外部に飛散又は流出させる

ことなく、定量ずつ施設に供給できる設備

が設けられていること。 

 

⑩浄化により発生する残渣及び副生成物と

浄化された土壌を確実に区別できる設備が

設けられていること。 

性状の分析を行い、その結果を記録し一定

期間保存（５年間以上）すること。 

 

④汚染土壌は、施設の浄化能力の範囲内で

定量ずつ施設へ供給すること。 

 

⑤施設に搬入された汚染土壌は、そのすべ

てを浄化の対象とし、施設において適切に

浄化を行い、浄化の過程を経ず搬出しては

ならないこと。 

 

⑥浄化後の土壌と浄化により発生する残渣

及び副生成物とを確実に区別し、関連法規

に従い又は準じて適正に取り扱うこと。 

環境保全 ⑪汚染土壌、特定有害物質及び浄化過程の

副生成物の飛散、揮散及び流出並びに悪臭

の発散を防止するために必要な設備が設け

られていること。 

 

⑫受入れた汚染土壌に含まれる特定有害物

質及び当該物質が溶出若しくは混入した水

の地下への浸透又は施設の外部への流出等

がないよう施設の設置される事業場の床又

は地盤面が、当該水の浸透を防ぐ材料で築

造され、又は被覆されているとともに、外

部への流出を防ぐ堰堤及び集排水設備その

他の設備が設けられていること。 

 

⑬著しい騒音又は振動を発生し、周囲の環

境を損なわないものであること。 

 

⑭施設から排水を排出する場合は、その水

質を環境保全上支障が生じないものとする

ために必要な排水処理設備が設けられてい

ること。 

 

⑮排水を採取するために必要な設備が設け

られていること。 

 

 

 

⑦汚染土壌、特定有害物質及び浄化過程の

副生成物の飛散、揮散及び流出並びに悪臭

の発散を防止するために必要な設備が確実

に機能するよう維持管理すること。 

 

⑧受入れた汚染土壌に含まれる特定有害物

質及び当該物質が溶出若しくは混入した水

の地下への浸透又は直接的な施設の外部へ

の流出若しくは当該水の排水への混入等に

よる施設の外部への流出がないよう必要な

設備等が確実に機能するよう維持管理する

こと。 

 

⑨著しい騒音又は振動の発生により周囲の

環境を損なわないよう必要な措置を講ずる

こと。 

 

⑩施設から排水を排出する場合は、環境保

全上支障が生じないよう排水処理設備が確

実に機能するよう維持管理すること。 

 

⑪施設から排水を排出する場合は、放流水

量並びに放流水中の特定有害物質（浄化の

対象とする汚染土壌において溶出量基準又

は含有量基準を超えて含まれるものに限

る。）、ダイオキシン類（熱処理によりダイ

オキシン類が発生する場合、又は受け入れ
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⑯第一種特定有害物質等の揮発性の高い物

質に汚染された土壌を浄化の対象とする場

合であって、作業環境の保全のために受入

貯留設備等に局所排気装置を設置するとき

は、その排気中の特定有害物質を確実に除

去又は分解等により無害化する機能を有す

る設備が設けられていること。 

る汚染土壌がダイオキシン類で汚染されて

いるおそれのある場合に限る。）及び水質汚

濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８

号）第３条第１項各号に規定する項目（施

設において水を使用した場合に、当該水に

おいて変化の生じるおそれのあるものに限

る。）を定期的（特定有害物質にあっては３

０日を超えない排水の期間ごとに１回以

上、ダイオキシンにあっては、年１回以上）

に測定し、その結果を記録するとともに、

これを一定期間（５年間以上）保存するこ

と。 

 

⑫局所排気装置の排気が、浄化対象とする

特定有害物質を含むおそれがある場合に

は、当該物質を確実に除去又は分解等によ

り無害化して放出すること。 

 また、除去物の処理等に当たっては関係

法規に従い又は準じて適正に取り扱うこ

と。 

機能検査 

及び非常 

時の措置 

 ○施設設置完了後、試験的に運転を実施し、

計画どおりに機能しているか確認するこ

と。 

 

⑬施設の正常な機能を維持するため、定期

的に施設の点検及び機能検査を行い、その

結果を記録し、これを一定期間（５年間以

上）保存すること。 

 

⑭汚染土壌、特定有害物質及び浄化の過程

で生成する副生成物が、施設から飛散又は

流出するなどの異常事態が生じた場合は、

直ちに施設の運転を停止し、施設の点検を

行うとともに、飛散又は流出するなどした

汚染土壌、特定有害物質及び副生成物の回

収その他の環境の保全上必要な措置を講ず

ること。 

品質管理 ⑰施設の浄化能力の検査のための各種測定

の便宜を考慮し、適切な場所に試料採取口

が設けられていること。 

⑮浄化された土壌の品質管理は、施設の一

日浄化量（一か所の汚染土壌の発生量がこ

れを下回る時はその発生量。）ごとに行うこ
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ととする。その際、一日に浄化した土壌を

基本となる単位量（最大１００ｍ３とする。

以下同じ。）ごとに区分し、それぞれ区分さ

れた土壌から単位量の５分の１ごとに無作

為に等量ずつ試料の採取を行い、この５試

料を縮分する。それぞれの単位量から採取、

縮分して作成した試料を、平成１５年環境

省告示第１８号及び同第１９号に定める方

法（簡易分析に代えてもよい。）により当該

土壌に係る特定有害物質の溶出量及び含有

量について測定し、その結果を記録し、こ

れを一定期間（５年間以上）保存すること。

また、これに加えて前述の各単位量から採

取、縮分して作成した等量ずつの試料のす

べてをさらに一つに縮分した試料を作成

し、これを平成１５年環境省告示第１８号

及び同第１９号に定める方法により当該土

壌に係る特定有害物質の溶出量及び含有量

について測定し、その結果を浄化土壌の品

質管理のため記録し、これを一定期間（５

年間以上）保存すること。さらに、ＰＣＢ

による汚染土壌を浄化する場合にあって

は、ダイオキシン類濃度についても測定し、

その結果を記録し、これを一定期間（５年

間以上）保存すること。なお、スラグにつ

いては、単位量から採取、縮分して作成し

た試料及び各単位量から採取、縮分して作

成した試料を等量ずつ採取しこれらすべて

をさらに一つに縮分して作成した試料につ

いて、これを２ｍｍ以下の大きさに破砕し

た後、溶出量及び含有量の測定を行うこと。

 

⑯浄化後の土壌について、浄化の対象とし

た特定有害物質の溶出量及び含有量を前号

に定めるところにより測定し、その結果が

土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境

省令第２９号）第１８条第１項又は第２項

に規定する基準を超えた場合は、施設の稼

働を停止し、当該基準に適合しない土壌を、

一旦回収保管後施設の機能を回復させて再

度浄化すること。 
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運営管理 ⑱日常的点検作業、保守作業の便宜を考慮

し、必要な歩廊及び照明等の設備並びに、

施設の重要部分の異常検知設備又は監視設

備が設けられていること。 

⑰施設を構成する設備の一部に異常を生じ

た場合は、稼働を停止した後、必要な措置

を講じて機能を回復させること。 

 

⑱施設の維持管理に関する点検、検査その

他の措置の記録を作成し、これを一定期間

（５年間以上）保存すること。特に土壌浄

化量、浄化土壌中の特定有害物質量につい

てはその日量を、搬出物の種類と搬出量に

ついてはその日量及び搬出先を記録し、一

定期間（５年間以上）保管すること。 

貯留等 ⑲汚染土壌の受入れを恒常的に行う受入設

備は、それぞれ施設の浄化能力に応じ、十

分な容量を有するものであり（ただし、貯

留は施設の一日あたりの処理能力に相当す

る数量に原則として１４を乗じて得られる

数量を超えて行わないこと。）、かつ、異な

る指定区域から搬出された汚染土壌を区別

して貯留することのできる構造を有するこ

と。 

【特例】 

受入設備は次の条件を満たす場合には、施

設の一日当たりの処理能力に相当する数量

に２８を乗じて得られる数量とすることが

できる。 

・ 汚染土壌を建屋内に保管すること。 

・ 施設の一日当たりの処理能力に相当す

る数量に２８を乗じて得られる汚染土

壌受入れ数量を諸元として認定申請が

なされ、認定が得られたものであるこ

と。 

・ 当該施設が廃棄物処理施設（廃棄物の

処理及び清掃に関する法律における廃

棄物処理施設）との兼用施設でないこ

と。 

 

⑳浄化された土壌を搬出元別に区別して貯

留することのできる設備を有すること。 

 

⑲異なる指定区域から搬出された汚染土壌

は、混ざらないように区別して貯留するこ

と。 

 

⑳受入れた汚染土壌は速やかに浄化を行

い、浄化された土壌は、第１（１）の維持

管理指針の欄第１５号に規定する測定によ

り、土壌汚染対策法施行規則第１８条第１

項又は第２項に規定する基準に適合するこ

とを確認した後、速やかに搬出すること。
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（2）  熱処理施設に共通する事項 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

環境保全 

①汚染土壌を、外気と遮断された状態で定

量ずつ供給できる設備が設けられているこ

と｡ 

 

②炉から排ガスを生ずる場合は、当該排ガ

ス（汚染土壌と直接接触しないものを除

く。）が２００℃を越える場合に、速やかに

概ね２００℃以下に冷却することができる

冷却設備が設けられていること。ただし、

集じん機内で燃焼ガスの温度を速やかに概

ね２００℃以下に冷却することができる場

合にあってはこの限りでない。 

 

③冷却設備から排出される燃焼ガス温度

を、連続的に測定し、かつ、記録する設備

が設けられていること。 

 

 

 

 

④排出口から排出される排ガスに含まれる

特定有害物質、硫黄酸化物、窒素酸化物、

塩素、塩化水素、ダイオキシン類、ばいじ

ん及び粉じんをそのまま大気中に拡散させ

ることなく確実に除去又は分解等により無

害化するために必要な設備が設けられてい

ること。 

 

⑤測定のため、排ガスを捕集・採取できる

設備が設けられていること。 

 

①汚染土壌は、外気と遮断された状態で定

量ずつ供給すること。 

 

 

②炉から発生する排ガスが２００℃を越え

る場合には、速やかに概ね２００℃以下に

冷却すること。 

 

 

 

 

 

 

③冷却設備から排出される燃焼ガスの温度

（第１（２）の構造指針の欄第一号のただ

し書の場合にあっては、集じん機内で冷却

された燃焼ガスの温度）を、連続的に測定

し、かつ、記録するとともに、これを一定

期間（５年間以上）保存すること。 

 

④排出口から排出される排ガスに含まれる

特定有害物質、硫黄酸化物、窒素酸化物、

塩素、塩化水素、ダイオキシン類、ばいじ

ん及び粉じんを確実に除去又は分解等によ

り無害化するために必要な設備が確実に機

能するよう維持管理を行うこと。 

 

 

⑤排出口から排出される排ガス量の測定を

定期的に行い、その結果を記録するととも

に、これを一定期間（５年間以上）保存す

ること。また、排ガス中の硫黄酸化物、窒

素酸化物及びダイオキシン類（汚染土壌の

熱処理をしても生成されないことが確認さ

れているものを除く。）並びに特定有害物

質、塩素及び塩化水素（浄化する汚染土壌

中に溶出量基準又は含有量基準を超えて含

まれる特定有害物質及びその熱分解により
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生成するものに限る。）並びにばいじん及び

粉じんの濃度の測定を定期的に実施し、そ

の結果を記録するとともに、これを一定期

間（５年間以上）保存すること。なお、大

気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）

による排出口からのばい煙量等の測定の義

務を負う施設にあっては、当該義務の対象

となる物質等に限り前記測定を省略するこ

とができる。 

 

⑥排出口から排出される排ガスを水により

洗浄し、又は冷却する場合は、当該洗浄水

の飛散又は流出により環境保全上の支障が

生じないようにすること。 

 

⑦冷却設備及び排ガス処理設備に堆積した

ばいじんを除去すること。 

 また、除去物の処理等に当たっては関係

法規に従い又は準じて適正に取り扱うこ

と。 

 
 
 
 

２ 熱処理方式 

（1） 熱分解方式（汚染土壌に含まれる特定有害物質を当該物質の種類に応じた分解温度以上 

に必要時間加熱し分解する方法により除去するもの。） 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

基本機能 ①汚染土壌を、浄化の対象とする特定有害

物質の種類に応じた分解温度以上の温度に

所定の時間以上曝露できる設備が設けられ

ていること。 

 

②分解炉内の分解温度を連続的に測定し、

かつ、記録する設備が設けられていること。

①分解を行う炉内を浄化の対象とする特定

有害物質の種類に応じた分解温度以上に保

持し、十分な分解に必要な曝露時間を確保

すること。 

 

②分解炉内の分解温度を連続的に測定し、

かつ、記録するとともに、これを一定期間

（５年間以上）保存すること。 
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（2） 加熱・揮発方式（汚染土壌に含まれる特定有害物質を当該物質の種類に応じた一定の温 

度以上に必要時間加熱し気相へ揮発させる方法により除去するもの。） 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

基本機能 ①汚染土壌を、浄化の対象とする特定有害

物質の種類に応じた揮発温度以上の温度に

所定の時間以上曝露できる設備が設けられ

ていること。 

 

②加熱を行う炉内の温度を連続的に測定

し、かつ、記録するための装置が設けられ

ていること。 

 

③揮発させた特定有害物質を、大気中にそ

のまま拡散させることなく確実に除去又は

分解等により無害化するために必要な設備

が設けられていること。 

①加熱を行う炉内を浄化の対象とする特定

有害物質の種類に応じた揮発温度以上に保

持し、十分な揮発に必要な曝露時間を確保

すること。 

 

② 加熱を行う炉内の温度を連続的に測定

し、かつ、記録するとともに、これを一定

期間（５年間以上）保存すること。 

 

③揮発させた特定有害物質は、確実に除去

又は分解等により無害化すること。 

 

 

（3） 溶融方式（汚染土壌に含まれる特定有害物質を汚染土壌を溶融する過程において分解、揮 

発あるいは分離する方法により除去するもの。） 

 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

基本機能 ①汚染土壌を、十分な高温下で溶融し、生

成スラグを円滑に排出、冷却するために必

要な設備が設けられていること。また、必

要な場合は、揮発させた特定有害物質をそ

のまま大気中に拡散させることなく確実に

除去あるいは分解等により無害化するため

に必要な設備が設けられていること。 

 

②溶融炉の炉内温度を連続的に測定し、か

つ、記録するための装置が設けられている

こと。 

 

③溶融温度を所定の範囲内に制御できる設

備が設けられていること。 

①汚染土壌を、十分に高温を維持して溶融

すること。また、必要な場合は、特定有害

物質及び処理により生成した副生成物を確

実に除去あるいは分解等により無害化する

こと。 

 

 

 

②溶融炉内の温度を連続的に測定し、かつ、

記録するとともに、これを一定期間（５年

間以上）保存すること。 

 

③浄化の対象とする特定有害物質の種類及

び土質に応じて、最適な溶融温度を設定す

ること。 

スラグ 

処分 

 ④スラグについては、関連法規に従い又は

準じて取扱うこと。 
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３ 洗浄方式 

（1） 洗浄分級等方式（汚染土壌に含まれる特定有害物質を、洗浄により洗浄水中に抽出し液 

相と土壌を分離する方法及び分級等により清浄な土壌と汚染された土壌に分離する方法 

等により除去するもの。） 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

基本機能 

①特定有害物質を濃縮して除去する場合、

濃縮が可能となる設備構成とするととも

に、分級、沈殿、ろ過等を行うためのその

他の必要な設備が設けられていること。 

①特定有害物質の効果的な濃縮と除去を確

実に行うものとし、構成設備それぞれを円

滑確実に作動させ、その洗浄機能を確保す

ること。 

懸濁水 

処理 

②洗浄中の懸濁水から、特定有害物質及び

特定有害物質が濃縮した土壌を分離するた

めに必要な凝集沈殿、分離、濃縮、ろ過等

を行う設備が設けられていること。 

 

③浄化の対象とする特定有害物質の種類及

び土質に応じて薬剤を用いる場合は、必要

な貯留設備、定量供給設備が設けられてい

ること。 

②洗浄中の懸濁水から、凝集沈殿、分離、

濃縮、ろ過等により、特定有害物質及び特

定有害物質が濃縮した土壌を分離するこ

と。 

 

③凝集沈殿等に薬剤を使用する場合は、適

切に使用すること。 

 凝集沈殿後の汚泥の処理等に当たっては

関係法規に従い又は準じて適正に取り扱う

こと。 
 

 

４ 化学分解方式 

  （1） 酸化等分解方式（汚染土壌に含まれる特定有害物質を添加する化学物質と反応させ、酸 

化作用等により分解する方法により除去するもの。） 

機 能 構  造  指  針 維 持 管 理 指 針 

基本機能 

①薬剤と土壌を混合攪拌するための設備が

設けられていること。 

 

②薬剤の注入設備は、所定の添加率が確保

できるよう、定量ずつ添加できる設備が設

けられていること。 

 

③排ガスを生じる場合は、第１（２）の構

造指針の欄第４号及び第５号の事項を準用

する。 

①汚染土壌に含まれる特定有害物質の種類

に応じて薬剤を適切に用いること。 

 

②汚染土壌量に対し、所定の薬剤添加率が

確保されるよう、薬剤添加量の管理を行う

こと。 

 

③排ガスを生じる場合は、第１（２）の維

持管理指針の欄第４号から第７号までの事

項を準用する。 
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